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なぜ地域包括ケアか
•山口昇氏の実践から 
•介護保険改正での改正概念として提起 
•高齢者介護研究会（2003年）地域包括ケア研
究会（～2012）での検討の蓄積 

•社会保障国民会議から税と社会保障一体改革
へそして社会保障制度改革国民会議の議論 

•今回の介護医療改革の方向性



地域包括ケアシステム 
（山口昇医師による） 



「2015年の高齢者介護」における定義 
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高齢者三原則
○これまで暮らしてきた生活と断絶せず、継続性を持って暮らす（継
続性）	
  

○高齢者自身の自己決定を尊重し、周りはこれを支える（自己決定）	
  

○今ある能力に着目して自立を支援する（自己資源の活用）	
  

●介護保険の目的	
  

・尊厳の保持	
  

・その有する能力に応じ自立した日常生活

3



1970年モデルと2025年モデル

「男性労働者の正規雇用・終身雇用と専業主婦を前提とし、年
金、医療、介護を中心とした1970年代モデルから子供子育て支
援、経済政策、雇用政策、地域政策と連携し、非正規雇用の労働
者の雇用安定・処遇改善をはじめとするすべての世代を支援の対
象として、その能力に応じて支え合う全世代型の社会保障として
の2025年モデル」へと転換をはかること。 

さらに「ＱＯＬの向上という観点から様々な生活上の困難があっ
ても、地域の中でその人らしい生活が続けられるよう、それぞれ
の地域の特性に応じて、医療・介護のみならず、福祉・子育て支
援を含めた支え合いの仕組みをハード面、ソフト面におけるまち
づくりとして推進することが必要である。」

社会保障制度国民会議報告書



1970年代

2025年代

2050年代

高度経済成長が作り出した社会様式
恍惚の人1972　 

寝たきり老人の発見

団塊の世代が後期高齢層に 
2000万人時代

老人医療無料化1973 
在宅死病院死5割5割

団塊ジュニア世代が 
後期高齢層に

標準世帯の崩壊　単身世帯が最多世帯化

標準世帯化と変動の予兆

2025年モデルへの転換
生産年齢人口の縮小



（６）地域づくりとしての医療・介護・福祉・子育て 

今後、大都市では、75 歳以上の高齢者が急増する一方、地方圏では、75 歳以上の高齢者数の伸びは緩や
かになり、減少に転じる地域も少なくない。一方、過疎化が進む地域では、人口が急速に減少し、基礎的
な生活関連サービスの確保が困難になる自治体も増加する。このように地域ごとに高齢化の状況が異なっ
ており、また、地域の有する社会資源も異なることから、各地域において地域の事情を客観的なデータに
基づいて分析し、それを踏まえて、医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステムの構築など医療・介護
の提供体制の再構築に取り組んでいくことが必要となる。高齢化に伴い患者が急増することによって、医
療需要が量的に増加するだけでなく、疾病構造も変化し、求められる医療もそれに合わせた形で変化する
中で、医療資源を有効に活用し、より質の高い医療提供体制を実現するため、医療機能の分化・連携を強
力に進めていくことが必須であるが、その改革の実現のためには、在宅等住み慣れた地域の中で患者等の
生活を支える地域包括ケアシステムの構築が不可欠である。また、地域内には、制度としての医療・介護
保険サービスだけでなく、住民主体のサービスやボランティア活動など数多くの資源が存在する。こうし
た家族・親族、地域の人々等の間のインフォーマルな助け合いを「互助」と位置づけ、人生と生活の質を
豊かにする「互助」の重要性を確認し、これらの取組を積極的に進めるべきである。さらに、（５）で述
べたように、今後、比較的低所得の単身高齢者の大幅な増加が予測されており、都市部を中心に、独居高
齢者等に対する地域での支え合いが課題となっている。地域の「互助」や、社会福祉法人、ＮＰＯ等が連
携し、支援ネットワークを構築して、こうした高齢者が安心して生活できる環境整備に取り組むことも重
要である。このような地域包括ケアシステム等の構築は、地域の持つ生活支援機能を高めるという意味に
おいて「21 世紀型のコミュニティの再生」といえる。



【費用負担による区分】  

l「公助」は税による公の負担、「共助」は介護保険などリスクを共有する仲間（被保険者）の負担
であり、「⾃自助」には「⾃自分のことを⾃自分でする」ことに加え、市場サービスの購⼊入も含まれる。 
lこれに対し、「互助」は相互に⽀支え合っているという意味で「共助」と共通点があるが、費⽤用負担
が制度的に裏付けられていない⾃自発的なもの。 
【時代や地域による違い】  

l2025年には、⾼高齢者のひとり暮らしや⾼高齢者のみ世帯がより⼀一層増加。「⾃自助」「互助」の概念や
求められる範囲、役割が新しい形に。 
l都市部では、強い「互助」を期待することが難しい⼀一⽅方、⺠民間サービス市場が⼤大きく「⾃自助」によ
るサービス購⼊入が可能。都市部以外の地域は、⺠民間市場が限定的だが「互助」の役割が⼤大。 
l少⼦子⾼高齢化や財政状況から、「共助」「公助」の⼤大幅な拡充を期待することは難しく、「⾃自助」「互
助」の果たす役割が⼤大きくなることを意識した取組が必要。

「介護」、「医療」、「予防」という専⾨門的なサービスと、その前提としての「住まい」と「⽣生活⽀支援・福祉サービ
ス」が相互に関係し、連携しながら在宅の⽣生活を⽀支えている。 

【すまいとすまい方】  
l⽣生活の基盤として必要な住まいが整備され、本⼈人の希望にかなった住まい⽅方が確保されていることが地域包括ケア
システムの前提。⾼高齢者のプライバシーと尊厳が⼗十分に守られた住環境が必要。 
【生活支援・福祉サービス】  
l⼼心⾝身の能⼒力の低下、経済的理由、家族関係の変化などでも尊厳ある⽣生活が継続できるよう⽣生活⽀支援を⾏行う。 
l⽣生活⽀支援には、⻝⾷食事の準備など、サービス化できる⽀支援から、近隣住⺠民の声かけや⾒見守りなどのインフォーマルな
⽀支援まで幅広く、担い⼿手も多様。⽣生活困窮者などには、福祉サービスとしての提供も。 
【介護・医療・予防】  
l個々⼈人の抱える課題にあわせて「介護･リハビリテーション」「医療・看護」「保健・予防」が専⾨門職によって提供
される（有機的に連携し、⼀一体的に提供）。ケアマネジメントに基づき、必要に応じて⽣生活⽀支援と⼀一体的に提供。 
【選択と心構え】  
l単⾝身・⾼高齢者のみ世帯が主流になる中で、在宅⽣生活の選択が常に「家族に⾒見守られながら⾃自宅で亡くなる」ことに
はならないことについて、本⼈人家族の理解と⼼心構えが重要。

地域包括ケアシステムの５つの構成要素と「⾃自助・互助・共助・公助」

地域包括ケアシステムにおける「５つの構成要素」

「⾃自助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム
n⾃自分のことを⾃自分です

る	
  
n⾃自らの健康管理（セル

フケア）	
  
n市場サービス 

の購⼊入

n⼀一般財源による⾼高齢者
福祉事業等	
  

n⽣生活保護

n介護保険に代表される
社会保険制度及びサー
ビス

nボランティア活動	
  
n住⺠民組織の活動

n当事者団体による取組	
  
n⾼高齢者によるボランティ

ア・⽣生きがい就労

nボランティア・住⺠民組織の
活動への公的⽀支援

○⾼高齢者の尊厳の保持と⾃自⽴立⽣生活の⽀支援の⺫⽬目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で⽣生活を継続することができるような包括的な⽀支援・サービス提供体制の	
  

　構築を⺫⽬目指す「地域包括ケアシステム」



地域包括ケアシステムの基本理念と構成要素の関係性 

地域包括ケアシステムの基本理念 －「尊厳の保持」「自立生活の支援」と「規範的統合」－ 

地域包括ケアシステムの構成要素の関係性 

高齢者の「尊厳の保持」 
 

z 高齢者の「尊厳の保持」とは、高齢者が自ら、住まいや必要な支援・サー
ビス、看取りの場所を選択する社会のあり方。 

z 高齢者の「尊厳の保持」のためには、その意思を尊重するための支援・
サービス体制構築と適切な情報提供、意思決定支援が必要。 

 
高齢者の「自立生活の支援」 
 

z 高齢者ケアにおいては、心身の状態の変化や「住まい方」（家族関係や近
隣・友人との関係性）の変化に応じて、医療・介護・予防・生活支援を適切
に組み合わせて提供する必要がある。 

z 急激な変化により生じるリロケーションダメージは、自立支援の観点からも
必要最小限に抑えられることが望ましい。 

地域における共通認識の醸成 －「規範的統合」－ 
 

z 「尊厳の保持」「自立生活の支援」のための仕組みを、「住み慣れた地
域」で実現する上で、自治体は中心的な役割を果たす。 

z どのように地域包括ケアシステムを構築するかは、地域住民の参画のも
と決定するべきであり、自治体にはその選択肢を地域住民に提示する責
任がある。 

z 実際の構築に向けては、自治体には、地域住民に加え、支援・サービス
に携わる事業者や団体等にも働きかけ、目標像を共有していく「規範的
統合」が求められる。 

z 「規範的統合」は、自治体の首長による強いメッセージの発信が重要。ま
た、自治体・保険者には、まちづくりや医療・介護サービスの基盤整備に
関して、明確な目的と方針を各種の計画の中で示すことが求められる。 

地域包括ケアシステムでは、高齢者は自らの意思で「住まい」（住居の形態）を選択し、本人の希望にか
なった「住まい方」（家族・近隣・友人との関係性）を確保した上で、心身の状態や「住まいと住まい方」の変
化に応じて、「支援・サービス」を柔軟に組み合わせて提供する。 
 

「住まいと住まい方」（植木鉢）と「支援・サービス」（葉・土）の関係 
 

z 従来の施設では、「住まいと住まい方」と「支援・サービス」は予めセットになっており、内部で提供され
るサービスで完結していたが、地域包括ケアシステムでは、柔軟に組み合わされる。（例：サービス付
き高齢者向け住宅の入居者の心身の状態が変化すれば、必要に応じて外部からのケアを利用。） 

 

「医療・看護」「介護・リハビリテーション」（葉）と 「生活支援・福祉サービス」（土）の関係 
 

z 従来のサービスでは、医療・介護の専門職が「生活支援」を提供することもあるが、「生活支援」が民間
事業者やNPO、ボランティア、地域住民など多様な主体により提供されるようになれば、医療・介護の
専門職は「医療・介護」に注力することができ、在宅限界点の向上につながる。 

 

「本人・家族の選択と心構え」の位置づけ 
 

z 「住まいと住まい方」（植木鉢）、「医療・介護・予防」（葉）、「生活支援」（土）の柔軟な組み合わせは、
「本人と家族の選択と心構え」の上でこそ成立する。つまり、本人が選択した上で、その生活を送って
いることが重要である。 
 

医療・介護・予防（葉）、 
生活支援（土）の総称 
 ＝「支援・サービス」 

13年度報告書



地域包括ケアシステムの構成要素の具体的な姿 

本人・家族の選択と心構え 住まいと住まい方 

生 活 支 援    医療・介護・予防の一体的な提供 

「支援・サービス」を受ける場所と「住まい」の種類 「養生」のための動機づけ支援や知識の普及 
 

z 地域包括ケアシステムでは、支援・サービスを提供するだけでなく、本人も、
自発的に健康を管理する態度をもって健康な生活を送る「養生（ようじょ
う）」が求められる。 

z 「養生」に努めるには、受動的でなく能動的に学び、多様なニーズや関心
をもつ人達が情報やスキルを共有、健康管理や必要な支援・サービスの
選択ができるようになるプログラムの提供、教育人材の確保・育成が必要。 

 

自己決定に対する支援 
 

z 世帯構成の変化、住み替え、ケア方針の決定といった様々な場面での意
思決定に対する支援として、分かりやすい情報の提示、専門職の助言、支
援・サービスの利用による効果の成功体験の蓄積・伝達が必要。 

z 長年の信頼関係をもつ主治医や以前から関与しているケアマネジャー等
の専門職が助言してこそ意味がある。特にターミナル期では、望まない治
療や救急搬送が行われないよう十分なコミュニケーションが求められる。 

支援・ 
サービスを 
受ける場所 

住まい 

一般住宅 
(持ち家 
・賃貸) 

高齢者向け 
住宅 

(持ち家 
・賃貸) 

重度者 
向けの住まい 

住まいと 
医療機関の 
中間施設 

医療機関 

z 「住まい」としては、「一般住宅」のほか、
家屋・家族・サービス基盤等の理由で一
般住宅での生活が難しい場合に住み替
える「高齢者向け住宅」、重度で在宅生
活が難しい場合に集中的なケアを提供
する「重度者向けの住まい」がある。すべ
ての「住まい」は、「住み慣れた地域」で
の生活を保障。 

 

z 「住まい」での生活を基本としつつ、急性
期には「医療機関」、軽度の症状変化や
急性期病院からの退院時には「住まいと
医療機関の中間施設」を、必要に応じて
短期間利用。 

個人に対する生活支援サービスの提供 
 

z 生活支援は、地域内で民間事業者によって提供されているサービスを購
入する方法（自助）、地域の互助によって提供される支援を活用する方法
（互助）が想定される。地域単位で最適な提供方法の検討が必要。 

 

地域における「包括的な生活支援の拠点」の必要性 
 

z 心身の衰えや病気の治療、近隣の付き合いの減少による孤立感、機能や
意欲の低下とともにみられる閉じこもりなどの不安やリスクの解消には、
本人や家族が気軽に相談したり立ち寄れたりする「包括的な生活支援の
拠点」の設置が重要。あらゆる地域住民が支える側・支えられる側の区別
なく、自由に訪れ交流できる場所としていく。 

z このような拠点は、相談支援、地域住民の交流、不安感の解消、支援・
サービスの周知、早期対応、生きがい創出、閉じこもり予防など、運営方
法によって多様な効果が期待できる。 

医療・介護の連携が特に求められる取組・場面 
 

z 介護職は、「医療的マインド」を持って、具体的な生活場面のアセスメント
の内容を医療側に伝達。医療側は、「生活を支える視点」を持って、介護
側から提供された生活情報をもとに病態を把握、臨床経過の予測を介護
側に伝え、必要となる介護やリハビリテーション等の介入を見通す。 

z このような連携が求められる取組や場面として、「介護予防」「重度化予
防」「急性疾患への対応」「入院・退院支援」「看取り」が挙げられる。 

 

統合的なケアの提供に必要な仕組み 
 

z 統合的なケアの提供に関わる多様な専門職の機能を統合するためには、
顔の見える関係づくりに始まり、課題認識の共有や目標設定、ツール作成
等を通じて、統合的なケアの提供に必要な仕組みを構築する必要がある。 

z ツールとしては、アセスメントやプラン作成の標準的な様式の作成、連携
の場面に必要な手順や役割分担、連絡調整上の配慮等に関するルール、
地域連携クリティカルパスが考えられる。 

13年度報告書



医療介護
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＜地域包括ケアシステム＞
（⼈人⼝口１万⼈人の場合）

通院

訪問介護
・看護

・グループホーム
（16→37⼈人分）
・⼩小規模多機能
（0.25か所→２か

所）
・デイサービス 　な

ど

退院したら

住まい

⾃自宅宅・ケア付き⾼高齢者住宅宅

⽼老老⼈人クラブ・⾃自治会・介護予防・⽣生活⽀支援 　等

⽣生活⽀支援・介護予防

医療療
介護

・在宅宅医療療等
（１⽇日当たり
 　17→29⼈人分）
・訪問看護
（１⽇日当たり
 　2９→49⼈人
分）

・24時間対応の定
期巡回・随時対応サー
ビス（15⼈人分）

・介護⼈人材
(207→

356〜～375⼈人)

通所

在宅宅医療療
・訪問看護

※地域包括ケア
は、⼈人⼝口１万⼈人程
度度の中学校区を単
位として想定

※数字は、現状は2011年、目標は2025年のもの

■  高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化
■  在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な
医療・介護サービスが受けられる社会へ

医療・介護サービス保障の強化2

19

改革の方向性

改革のイメージ

病気になったら

・医療療から介護への
 　円滑滑な移⾏行行促進
・相談業務やサービス
 　のコーディネート

元気でうちに
帰れたよ

亜急性期・回復復期
リハビリ病院

救急・⼿手術など⾼高度度医療療

集中リハビリ
→早期回復復

早期退院

（⼈人員１.6倍
 　 　〜～2倍）

急性期病院

⽇日
常
の
医
療療

・地域の病院、拠点病院、回復復期病院の役割 
 　分担が進み、連携が強化。

・発症から⼊入院、回復復期、退院までスムーズ 
 　にいくことにより早期の社会復復帰が可能に

包括的
マネジメント　

　　・在宅宅医療療連携拠点
 　  ・地域包括
 　 　  ⽀支援センター 　
 　  ・ケアマネジャー

 　

かかりつけ医

地域の連携病院

社会保障と税の一体改革資料
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死亡場所の国際比較
国 自宅 病院 施設

日本 12% 81% 4%

アメリカ 31% 41% 22%

オランダ 31% 35% 33%



ケア論



依存状態のマネジメントモデルの転換

自立者

依存状態にある者
排除・隔離

自立

依存

再統合

依存リスクの 
予見と事前対応

ノーマライゼーション

包摂
コミュニティケア

施設病院完結型システム
支援付き地域による 
地域完結型システム

1970年モデル 2025年モデル

標準（正常）モデル

逸脱モデル
標準の喪失

長期ケアの時代へ
自立依存の混在



生活機能 ＝
身体機能×適切なケア×意欲

社会的・身体的環境阻害因子
出典：Essentials of  Clinical 

Geriatric (sixth edition2009)所収の

図(p58)を備酒伸彦氏が改変 

オリジナルの図式は下記

生活機能を規定する諸要因の関係

生活空間の質

自己決定と尊厳

関係資本の質!!
                  (physical capabilities x medical management x motivation) 
Function  = ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶- 
                       (social,psychological, and physical environment) 

二つのケア論 
ケアの主体化と客体化（物象化）



Lynn J. Serving patients who may die soon and their families. JAMA 285(7), 2001 

��3��	
��

川越正平氏提供
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日本医大長谷川敏彦教授による



ケアサイクルモデル
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日本医大長谷川敏彦教授提供資料



ケアサイクルにおける居住空間の意味
• 病院は治療の場　短期利用を前提 
• 長期居住は劣悪な居住環境となるとともに巨額の社
会的コストを発生 

• 施設　居住の場とケアの場の一体化 
• 個室ユニットケアによる改善 
• 社会的コストは相対的に高い 
• ケア付き住まい　多様な形態 
• 既存居住資源の活用を伴う地域居住（ケアインプレ
イス）の推進　これを支える政策体系の導入の必要



copy	
  right@Yoko	
  Matsuoka

Ageing	
  in	
  Place＜定義＞

「虚弱化にも関わらず、高齢者が自立して尊厳をもち、	
  

　住み慣れた環境に最期まで住み続けること。	
  

　施設入所を遅らせ、避ける効果がある」	
  
(Lawton,	
  1973,1976;	
  Tilson	
  &	
  Fahey,	
  1990;	
  Pynoos,	
  1990;Callahan,	
  1993;	
  Ivry,	
  1995)	
  
＜下位概念＞	
  

　１）高齢者の尊厳を守り自立を支援する環境を守る	
  

　２）変化する高齢者の能力に、住まいとケアを適応させる	
  

　３）近隣・コミュニティ変化も含むダイナミックなコンセプト	
  

　４）「自宅・地域に住み続けたい」という願望に応えて、「地域に住み続けること」つま
り、最期まで（死ぬまで）の地域での居住継続	
  

＜手法＞	
  

「住まいとケアの分離」（Goschalk,	
  1998;	
  Houben,	
  2001)

29松岡洋子氏による



療養・養生モデルの位置づけ

し

医療モデル 
治療

療養・養生 
モデル

療養病床

生活モデル 
自立

共同居住・自宅

医師

外付け内付け

看護師 介護福祉士

地域完結型 
フラットな連携

コミュニティワーカー

支援付き地域モデル

制度サービスの位置

施設介護
高齢者向け住宅

管理志向
客体化

主体化・自助と互助の回復



地域包括ケアシステム構築のプロセスモデル

包括性

地域完結性

インテグレーション
包括的地域プラットフォームの形成

地域住民参加

事業完結型

個別領域単一事業型

総合事業型

個別分野ネットワーク

ネットワークの形態

垂
直
統
合

水平統合

ブドウの房型

スイカ型

複合体化

連携

連繋

統合

一元的主体モデル

多元的主体モデル

マネジメント機能のあり方 
規範的統合の意義

部分最適行動

全体最適化

髙橋紘士作成



地域包括ケアシステム事例集成
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/

chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/

chiiki-houkatsu/

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/


• みつぎモデルと尾道医師会モデル　（⇒地域包括ケアシステム　地域連携論） 

• 尾道モデルと鶴岡モデル～医師会モデルの可能性　（⇒事例集成）　 

• ホームホスピスの支援構造～包括的支援としてのターミナルケア　（⇒地域包括ケアシ
ステム 

• ふるさとの会の事業構造　生活困窮者への包括的支援　（⇒地域包括ケアシステム） 

• 南砺市および大牟田モデル～行政のあり方（地域包括医療ケア局）と医療機関の地域化
／退院支援モデルと地域活性化　（⇒事例集成　地域支援連携論） 

• 地域プラットフォームとしての三方よし研究会～地域連携パスからの展開　（⇒事例集
成　地域連携論） 

• 資源過小地域の地域再生モデル　当別町、やねだん、肝付町、大和村　（⇒事例集成） 

• 大都市モデル・都市近郊モデル～急激な高齢化と少子化　柏モデル☆、多摩市モデル、
横浜市、名古屋市（医療生協モデル）（⇒事例集成　☆東大出版会近著）

（出典　高橋編　「地域包括ケアシステム」「地域連携論」「地域包括ケアシステム事例集成」）



大牟田市白川校区の事例 
在宅退院率の向上

猿渡進平氏提供資料



医療法人　静光園　白川病院　概要
◆　診療科
　　内科・リハビリテーション科・放射線科

◆　病床数及び内訳
　　２１８病床
　　一般（障害者）６０床、医療療養９８床、介護療養６０床

◆　患者平均年齢
　　８５．７　歳



患者が自宅退院するために必要な“力”

　　　　	
  
　　　家族“力”	
  

　　　・身体介護	
  
　　　・生活介護

　　　　	
  
　　　地域“力”	
  

・隣り近所の見守り	
  
・安否確認	
  
・ゴミ出し支援　など	
  
　　ご近所付き合い

　　　　自分“力”	
  

・日常生活動作（ADL）	
  
・手段的日常生活動作
（IADL）	
  

　　　　	
  
　　　行政“力”	
  

介護保険　等	
  
・在宅介護サービス	
  
・施設サービス



　　　白川校区　　　
　　　老人クラブ　　　

　　　中央地域包括支援センター　　　

白川校区
　社会福祉協議会　

　白川校区
　民生児童委員連絡協議会　

　白川校区　
　公民館連絡協議会　

　白川校区
　しらかわ生き生きクラブ　

地域の中での支え合いや  
ネットワークの必要性について検討



「NPO法人　しらかわの会」の活動計画
基本目的

高齢者、障害者等の世帯を対象に個別訪問を実施し、家事支援及び生活相談に応
じ自宅で安心して生活できるように支援する。また安心して住める町づくりを目
指す為、環境整備や安全確保を重点に地域の活性化に寄与する。

　事業名 具体的内容 実施予定

・日常生活支援事業 ・個別訪問による買い物、　　　  
　付き添い、清掃、庭木の　  
　手入れ、相談支援等  
・サロン事業

随　　時

・環境美化部会 ・堂面川河川敷清掃  
・地域内の清掃活動

1回／年  
1回／年

・安心、安全部会 ・防犯灯及び危険個所点検  
・地域広報誌発行

２回／年  
随　　時

・こども部会 ・通学路点検  
・学校諸行事の支援  
・こどもの居場所つくり  
・障害児の登下校支援

２回／年  
随　　時

・自治体及び他団体の支援事業 ・徘徊模擬訓練  
・白川まつり

１回／年  
１回／年



日常生活支援部会



・経済的虐待	
  
　(家賃も数年間未納)	
  
・医療機関への未納あり

「左大腿骨転子部骨折」で入院。  
認知症があり、自宅で、徘徊していた。  

近くに住んでいた長女

Ａさんの生活状況

・心理的虐待

・世話の放棄・放任

頼れる友人・知人

認知症がある高齢者

80代　要介護１	
  
生活保護受給



Ｂさんの生活状況

80歳代　女性

知的障害  
障害年金1級  
要介護１  
食事が摂れておらず低
栄養で入院。

息子(40歳)　男性

知的障害　有

知的障害の高齢者

買い物や預貯金の引き出しなどの支
援

老朽化した家

知人　女性

謝礼として金銭を渡す

障害者施設

数
年
前
に
入
所

年金担保の借金

http://www.google.co.jp/url?sa=i&source=images&cd=&cad=rja&docid=2wnVpRrsllyDHM&tbnid=3rXJ_XyBby4F5M:&ved=0CAgQjRw&url=http://pixta.jp/illustration/1603485&ei=9erLUpfSAcXMkQWT-4GQBA&psig=AFQjCNE-sN4FY6_HSy03KWWOGzXtntZ_kQ&ust=1389182069072622
http://www.google.co.jp/url?sa=i&source=images&cd=&cad=rja&docid=k-uO3SNH0nTtBM&tbnid=zqzLBldgvX_utM:&ved=0CAgQjRw&url=http://www.irasutoya.com/2013/06/blog-post_1155.html&ei=ne3LUsTxM4fAkgWx7oG4AQ&psig=AFQjCNE9PUDZIxN-B4udlvCkBSn2tSGyRA&ust=1389182749906829


入院中の二人の思い・・・

永年住んでいた	
  
　　住み慣れた地域に帰りたい。
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本人たちの思いを尊重した支援

医療・急変時対応 介護サービスの提供

金銭管理	
  
サービス契約

日常生活支援

病　　　　院

地域住民	
  
(NPO法人　しらかわの会)

介護事業所

成年後見人

　　　　賃貸住宅へ入居
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なぜ住み慣れた地域の「住まい」を確保し、  
　　　　　　　　　　　　　　　　　生活が継続できたのか？

１、　社会的な信用　(金銭的な保証)	
  
　　　成年後見制度の申し立てを行う。近所のトラブルの対応と債務整理、借金	
  
　　の返済も行った。	
  
　　　また賃貸住宅の契約も実施。家賃の未払いになることを懸念していた大家　　	
  
　　から信用を得ることが出来た。	
  

２、　孤独死対策　(ネットワーク形成)	
  
　　　大家は、孤独死が発生することを懸念していた。しかし、地域住民や医療	
  
　　機関、介護サービス事業所の職員で会議を開催し、一定の見守りや介護	
  
　　サービスが入ること、また状態が悪化した際には即座に医療機関が対応す	
  
　　る等、ネットワークの形成を図り、大家の安心を得た。

住まい　　　地域支援　



このような取り組みは医療機関にとってもメリットがある。
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三方よし研究会 
多職種参加型地域プラットフォーム 

滋賀県東近江市 
小鳥輝男医師提供資料



三方よし研究会の構想
• しかしただ人が集まれば出来るもので

はない	
  
• その経過を時系列で述べてみたい	
  
• 当初は「東近江医療連携ネットワーク　

研究会」と呼ばれていた、ウインウイン	
  
• 医療にウイン、デフィートなじまない	
  
• 我らが祖先、近江商人の家訓「売り手よ

し、買い手よし、世間によし」にならい「三
方よし研究会」と改名　	
  

　



第6回東近江医療連携
ネットワーク研究会

平成20年3月27日



地域連携パスの利点－１ 

・患者の安心感、満足度が向上　	
  
・診療内容、退院、転院時期その後の	
  
　予定、見込みの説明が受けられる　　　	
  
・患者の治療参加意欲の向上と	
  
　努力目標ができる　　　　　　	
  
・医療施設間の診療情報の共有と	
  
　診療内容の標準化　　　	
  
・良質で適切な医療の提供	
  

　　　　　　　　　　　　





実に多くの 
多職種が 

三方よし研究会 
を構成しています



これだけ顔の見える関係づくり
が出来上がると

座学だけでなく	
  
色々な	
  

フィールドワークが	
  
生まれてきます





発展する三方よし研究会
⦿ 三方よしは脳卒中の医療多職種 
　のみのものではなく、医療に対する 
　市民のためのものにもなりつつある 
⦿ これだけの熱気を使わぬ手はない 
⦿ 在宅医療を含め地域でお互いに助け合っ

て行く医療を三方よし研究会を　　中心
に考えて行こう
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まとめにかえて 
地域包括ケアシステムの時代 
における保健師像とは



• 保険者機能の推進者として 

• 現場と政策の繋ぎ役としての保健師への期待 

• コミュニティワーカーとしての保健師 

• 地域包括支援センター配置の保健師の役割 

• 地域プラットフォームの支援者としての保健師 

• 保健師像の再構築へ？　コミュニティーナース？
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